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4  地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 693,661 千円

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 9,001,238 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費内訳】
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

引上げ分の
地方消費税
交   付   金
（社会保障

    財源化分）

その他

社会福祉 高齢福祉費 97,813 563 15,812 18,085 63,353

障害福祉費 1,595,214 1,075,816 2,055 114,885 402,458

児童福祉費 3,287,007 2,435,708 162,444 152,972 535,883

母子福祉費 232,905 83,714 33,130 116,061

生活保護費 446,467 423,025 2,847 4,574 16,021

その他 806,145 588,946 25,606 42,547 149,046

社会保険 社会保険費 1,653,101 356,388 35,607 280,050 981,056

保健衛生 保健衛生費 91,008 74,548 3,655 12,805

予防費 785,997 589,587 4,873 42,534 149,003

その他 5,581 46 1,229 4,306

9,001,238 5,553,793 323,792 693,661 2,429,992

※その他社会保障施策に要する経費：社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策

※事業費の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化）を按分して充当している

合　　　　計

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分
については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てられるものとされている。
　令和３年度一般会計決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、次のとおりとなっている。

※社会保障４経費：制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策
に要する経費

対象事業費

財源内訳

特  定  財  源 一  般  財  源

事業区分
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